
３　施策の課題　（基本計画で掲げた施策の「現況と課題」、成果指標の達成状況を踏まえて、次年度以降に向けた施策の課題）
・市内企業の知名度アップや各企業が育む商品のPRの強化が図られるよう、各種イベントなどでの更なるPR活動が必要である。

・商工業の安定経営のため、引き続き、社会情勢（燃油・原材料等の高騰や物価上昇等）の変化に対応した対策を可能な範囲で講じる必要がある。

・更なる商工業の振興が図られるよう、今後も商工会、商工会議所、金融機関等と連携し、企業支援並びに事業承継支援等を行う必要がある。

・選んでもらえる企業環境（道路網の充実や環境等）及び就業者環境づくり（子育て等）に各部署連携を図りながら取り組む必要がある。

４　今後の取り組み　（課題解決に向けた今後の取り組みの方向性・内容等）
・企業や地元商品のPRの強化を図るため、県内外でのイベントや物産展等に参加し、情報発信を行う。

・商工団体と連携して、経営支援や創業支援、事業承継支援等の強化を図るなど、社会情勢の変化に対応した対策を講じる。また、事業承継が円滑に進むよ

う小城市でもセミナー等を開催する。

・企業誘致を図るため、既存の空き地の把握に努め、マッチング等の中間支援を行う。

・起業者及び創業者支援のひとつとして、空き店舗に出店できるよう、空き店舗対策補助を実施する。

小城市　　

関係団体と連携した経営

の支援

・商工団体を通じた経営支援や運転資金、設備投資等の貸付制度による支援を行った。また、県等が行う研修会や融資制度の情報

提供を行った。

・新型コロナウイルス感染症の拡大による燃油・原材料等の価格高騰に係る支出の負担軽減を図るため、県の事業と連携して、本市

においても支援金給付による支援を行った。また、小売店舗復興応援券を発行し、市民に利用してもらうことで、商業の復興を後押し

した。

・市内事業者のキャッシュレス決済を推進するとともに、ポイント還元を実施することで、市内での消費活動の活性化を図った。

事業承継に係る支援対策

の強化
・商工振興対策として、商工団体を通じた経営発達支援や伴走型販路開拓支援等により、事業承継計画の策定等に係る支

援を行った。

起業者及び進出企業への

支援

・進出企業への固定資産税の減免・課税免除や電気料金の補助による支援を行った。

・過疎地域指定を受けた芦刈町の区域における産業の振興及び雇用の拡大を図るため、「小城市過疎地域における固定資産税の

課税免除に関する条例」を制定した。

・企業や不動産業者から用地の問い合わせがあったが、場所や面積等の希望に沿う用地がなく、マッチングまでは至らなかった。

２　施策（基本事業）の振り返り

基本事業 （施策の目標達成に向けて、どのように取り組んだか。）

企業の知名度向上と商品

のPRの強化

・令和3年度は新型コロナウイスル感染症の拡大により、県外などへの対外的なPR活動を行うことができなかったが、令和4

年度は県外イベントへの参加や佐賀県首都圏事務所・関西中京事務所訪問による企業や地元商品のPR活動が再開でき

た。

・地元商品を、小城市観光協会によるふるさと応援寄附金制度の返礼品やネットショップ「小城万彩」に特産品として活用し、

小城市のPRに貢献した。

実績値5

目標値

達成率

1）未達成。法人数の増加により全体の法人

市民税の課税額は昨年度（令和3年度）より

増加しているが、原材料費等の高騰による仕

入額の上昇などにより、１事業所当たりの法

人市民税の課税額が減少したと推測する。

4

目標値

実績値

達成率

実績値3

目標値

達成率

2 （参考）製造品出荷額 千万円

目標値 ― ― ― ―
実績値 3,897 0 0 0

達成率

1
1事業所当たりの法人市民

税の課税額
千円

目標値 275 295 315 334
実績値 218 0 0 0
達成率 79.3% 0.0% 0.0% 0.0%

①対象
　（この施策は、誰、何を対象としているのか）

③意図
　（この施策によって対象をどう変えるのか）

商工業の事業者 安定的な経営を維持する

④成果指標
　（意図の達成度を表す指標）

単位 数値区分 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 成果指標の達成状況及び要因

１　施策の目的（①対象③意図）と指標（②対象指標④成果指標）等の推移

第2次

総合計画

体系

政策

No.
7 政策名 地域の資源を活かし 企業も市民も元気なまち

施策

No.
3 施策名 商工業の振興

施策マネジメントシート　（令和 4 年度目標達成度評価）

施策主管課 商工観光課 施策関係課名 総合戦略課・都市計画課

－公表シート －


